


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 期　　　　　首 1，796 1，000 700 7，000 1，500 4，953 （10） （630） （1，780） 0 （167） （30） （4，000） （100） （9，664） （568）
2 11，820 （11，820） 売　　上　　高
3 営　業　収　入 11，464 （11，464）
4 （手数料収入） 121 （121） （受取手数料）
5 （121） 121
6 （6，119） 6，119 売　上　原　価
7 6，169 （6，169） （　仕　入　）
8 仕　入　支　出 （6，149） 6，149
9 営業費支出 （3，181） 3，181 営　　業　　費
10 （720） 720 減価償却費
11 （250） 250 償　　却　　費




























2，255 356 50 0 （250） 0 （80） （720） （20） （121） 0 0 0 （176） 0 （1，29喋） 営　業　利　益
15 （525） 525 支　払　利　息
16 利　息　支　出 （672） 672
17 （229） 229 法　人　税　等




















24 19から23までの冝@　中　　増　　減 693 356 50 300
（250） 500 （80） （720） （20） （121） 147
（喉9） （9⑪） （176） ⑪ （540） 利益剰余金
掾@　　　　減































































































































































































営　業　収　入 11，464 356 11β20 売　　上　　高
（手数料収入） 121 （121） 0 （受取手数料）
























利　息　支　出 （672） 147 （525） 支　払　利　息
法人税支出
（180） （49） （229） 法　人　税　等
当期キャッシュ・フロー 1，403 356 50 0 （250） 0 （80） （720） （20） （121） 147 （49） 0 （176） 0 540 当期純利益
シュ・フロー計算書から損益計算書項目へ調整する順序のほうが，将来キャッシュ・フローや収
益性の予測を改善する可能性がある点を認めており，調整表をキャッシュ・フロー情報から始め
ることに賛同している。IASB／FASBが提案するキャッシュ・フロー計算書および注記の具体
的内容は，今後公表されるIASBの公開草案に注目したい。
㊨、おわりに
　本稿は，わが国の「財務諸表等規則」におけるキャッシュ・フロー計算書作成基準およびその
適用について，CFOの表示法とキャッシュ・フローの分類法に焦点をあてて検討してきた。ま
た，経営者の恣意的操作を排し，理解可能であるとともに財務報告の信頼性を高め，投資者およ
び債権者にとって有用性をもつキャッシュ・フロー計算書の改善点を明らかにした。その主な点
を要約すると次のとおりである。
1、直接法は，コスト・ベネフィットの検証を必要とするものの，会社のCFOを総額で示すこ
　　とにより，明瞭性理解可能性および比較可能性を高めるから，投資者および債権者にとつ
　　て目的適合性をもつ情報である。SFAS95が明示しているように，直接法の有用性を強調し，
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　　奨励することが望ましい。
2．間接法は，純利益とCFOとの差異を理解することに役立つが，期中における個々の現金収
　　入および現金支出がどれほどであるか明らかではない。純利益のCFOへの調整は項目が多
　　く複雑であるから，調整項目を性質別に分類することが適切である。その区分は，A。収入・
　　非当期収益，B．支出・非当期費用，　C．非収入・当期収益，および，　D．非支出・当期費用
　　の4項目である。
3。　「財務諸表等規則」は，CFOの表示法として直接法を原則とするよう変更し，直接法に
　　CFOの純利益への調整表を連携させる。直接法と連携させる調整表は，　CFOから始めて純
　　利益へ調整する。また，その調整方法は，まず，CFOにA項目を加算し，　B項目を減算す
　　る。この調整段階は，利益稼得活動による正味現金を示す。つぎに，C項目を加算し，　D項
　　目を減算する。この調整段階は，損益計算書の収益・費用の関係と同様に示されるから利用
　　者にとってなじみのある計算法である。これにより，現金主義会計から発生主義会計の利益
　　調整過程が調整理由別かつ段階的に示され，　CFOと純利益との関係は伝統的な間接法より
　　も理解しやすくなる。
4。　「財務諸表等規則」は，営業活動区分を主たる利益稼得活動に関連するキャッシュ・フロー
　　だけを示すよう定義を変更し，営業収益収入と営業費用支出を示すことにより，利用者にとつ
　　て理解しやすいよう改める。とくに，経営者に認められている利息収支・配当金収入の分類
　　の選択適用を中止し，営業活動から除外する第2法の適用が望ましい。
5。営業活動と投資活動を分類することはきわめて難しい。そこで，キャッシュ・フロー計算書
　　において新たに「事業活動」区分を設け，営業活動と投資活動を含めて表示する分類法への
　　見直しに向けた検討を要する。
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